




田子 健 １ 
 
ここに収録する資料は、全国私立大学教職課程研究連絡協議会（現・一般社団法人全国私立大学
教職課程協会）が創立 30 周年を記念して刊行した記念誌から、「30 周年記念座談会‐30 年の歩み
とこれから‐」（東海地区私立大学教職課程研究連絡協議会）の座談会記録（『私立大学の教師教育











会 場：名城大学名駅サテライト ディスカッションルームl 
出席者：宇田  光（南山大学） 
    酒井 博世（名城大学） 
    渡邉  正（愛知大学） 





































































































































































































































































































































































 田子 2006年の古い記録なのですけれども、加盟大学は30で、内、全私教協加盟大学は20ですね。 
 渡邊 そうですね。3分の2弱、これはそれぞれの大学の事情があるのだろうと思うのですが、やっぱり教職課程
を持っている大学は公教育の教員養成にどういうふうに大学として責任を持った養成をしていくのかという観点
からすると、できるだけ地方だけの会員ということではなくて、やっぱり全国的に加盟をして、お互いに情報交換
をし、また共有を図っていくということが望ましいのではないかなと思うのですね。ですからこれはこの地域で設
置のときから短大も含めていたこと、それから当初の実習協議会が既にあって、新たに組織をつくるということで
二重組織化するのではないかという危惧もあって、当初のいきさつもあるのですけれども、できるだけ中部地域の
加盟校は全国に加盟するというように、やはりそれぞれの大学が日本の公教育の教員養成に責任を持って活動して、
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組織化を図っていくのが望ましいと私は思うのですね。というのは多くの情報は全私教協から何らかの交流をして
中部地域に共有しているわけですね。それをまた中部地域の中でまた二重組織になっているというところも、1つ
の組織矛盾であるようにも思うんですね。 
 酒井 1法人で複数の大学をつくっている大学が1つだけ加盟して、他は加盟しないと。こういうのが圧倒的なの
ですよね。大学毎に加盟しているのであって、法人で参加ではないので。 
 渡邉 私は92年の早稲田大学の12回大会で設置基準の改正がほぼ確定した後、大学が多様化し、流動化するとい
う前提で各大学が教員養成をどうするかと。開放制の教員養成制度を維持しながら、どのように各大学が責任ある
教員養成をするかということでシンポジウムを開いたんですね。それ以後、私は大学の中の事情で教職課程から離
れましたけれども、2008年に改めて学内事情で復帰することになりまして、改めて今の日本の公教育の1つの現状、
さまざまな学校教育の問題、それから社会の変化に対応する日本の教育の課題というのを考えると、それは教員養
成の特別委員会でも議論されているようですけれども、やはり全私教協、それから地区の連絡協議会も積極的にそ
ういう議論に参画していきながら、各大学が自覚的に公教育の教員養成にどう大学として責任を持っていくのか。
そういう議論の場をやっぱり積極的に作っていくような活動体でないと、規模は大きくなって、多様化していると
いうだけでは社会の変化で問われていることに応えていくことができないのではないかというふうに私は思うの
ですね。おそらくこのままでいくと、かなり厳しい内容の制度改革が出てきたときに、全私教協、それから各地区
の組織体が的確に対応できなくなってしまうのではないかと。私は10数年ぶりに復帰して、実態を見ると非常に心
配をしています。 
 
教員養成を行う大学の将来像 
田子 いま渡邉先生のほうから将来を見据えた東海地区、あるいは全国のこの協議会の組織のあり方ということ
が検討される時期にあるというご指摘です。 
これから少しお話を今までのことから将来のことに移しまして、これからの東海地区の協議会に対してのご提言
といいますか、あるいは具体的な課題ということでお話をいただければと思います。それでは渡邉先生はお話しい
ただいたので、私から。 
いま渡邉先生からは、組織として現在の大学のあり方に対して、きちんとその問題をつかまえて、問題を明らか
にして、それをこの協議会全体で議論できるような形に質を髙めていくべきだというご提言だと思います。 
今までを振り返って将来のこともお話ししたいと思うのですけれども、組織のあり方として大きく問われたこと
は免許法の改正と、それに伴う教育実習期間の問題というのが一番大きな問題ですけれども、それはちょっと置き
まして、もう1つのタイプのものとして、1つは介護等体験の実施ということがありました．これは1997年に介護等
体験特例法が成立しまして、98年の入学者から課せられているものなのですけれども、4年制大学の学生の場合は
2001年に初めて体験実習に行ったのですけれども、短期大学の学生は99年にもう既に行っております。このころの
ことを振り返りますと、東海地区もそうですけれども、今までは教育委員会や文部科学省との関わりにおいて教員
養成の制度を考えてきた協議会なのですけれども、社会福祉協議会や、各社会福祉施設との折衝ということを経て、
やはり私立大学の教員養成の特別なあり方というか、これを社会福祉の関係の団体や、各施設等と協力して進めて
いくという、私立大学の教職課程のあり方ということに対して、見方、考え方がだんだん深まったというか、相当
受け入れということでは数字的にかなり厳しいものがあったわけですけれども、そういうものを全国的にクリアし
ていくという経験を2000年に入るときに全私教協も東海地区も持ったわけです。 
38 
 
もう1つは、教員免許更新制の問題がありまして、教員免許の更新制は先ほど渡邉先生からもお話がありました
けれども、2007年に免許法の改正が行われて、2008年にいわゆる予備講習というものが行われまして、2009年度か
ら正式に実施されて、いま2012年ですので、4年目に入ってきているというところです。これはいろいろな議論が
あって、なかなか評価は難しい講習でもあるのですけれども、私は最初から、この免許更新制というのは担当する
大学にとっては初めて卒業生も含む一般の先生方と接する機会、接点を持つことになるので、これは教員養成とし
ても、あるいは教員研修に対しての大学の場としても、大学として大変重要な役割を果たす制度になるということ
で、いろいろ言っていたのですけれども、これは4年を経てだんだん定着してきたことではないかなと思います。
この経験もやっぱり始めることに大変だったので、まだ整理されていませんけれども、やっぱりこれを私立大学の
教員養成の質保証といいますか、それこそ質を髙めていくということで大変大事な経験を今しているのではないか
なと思います。 
それで将来ということなのですけれども、この図（略）があるのですが、これは18歳人口と進学率、教員免許状
の取得者数の推移ということで、この図の一番左側は平成39年、2027年までですけれども、ここで18歳人口は103
万人になっているのですけれども、これより数年しますと、日本の18歳人口は80万人台になります。そうしますと、
現在の日本の大学進学率は大学と短大合わせて56.8％ということで、当初の予定では今ごろ70％行ってるはずだっ
たので、相当低めに推移しているのですけれども、これが65％まで伸びたとして、80万人台になりますと、大学進
学者数は50万人台になります。そうしますと、いまの1年生の収容定員をはるかに下回ってしまいますので、日本
の大学というのは「20年後の大学と教育」という本が昔ありまして、そのころは経済発展に伴う大学のあり方、教
養の位置づけということが問題だったのですけれども、これから20年というのは人口減少社会の中で地域社会をど
う生きるかということももちろんありますが、その中で大学というものをどう維持していくかという大変大きな試
練がやってきます。私もこの20年後を見通した大学教育改革と教員養成ということを考えていく時期にもあるので
はないかと思います。 
そういうことで考えてみますと、やはりその大学として最も得意な分野に教育資源を集中していくということを
しませんと規模的に大学を維持できませんので、最も得意な分野を維持していくということと、教員養成としてそ
の各大学の大きな特徴を踏まえるということで、得意分野に集中した教職課程の運営の仕方に早めに切り換えてい
く必要があると思います。そうでないと、今のようにフルセットといいますか、これを各大学すべてが追求してい
るような状態になっているわけですけれども、いずれそれができない状態になります。そのときに大学が存続して
いなければ、この後のことは考えられないのですけれども、大学が存統している場合はやっぱり今言ったように、
その大学の得意な分野と教職課程のリンクということが必要になってきますので、いま教員養成改革の中で学長が
リーダーシップを持って、その大学の教員養成を運営していく組織を形成するということが前の中教審答申にも出
ていて、今回の教員養成制度改革の中では教職指導の組織をどう作っていくかということで今議論になっているの
ですけれども、そういうところを東海地区の大学では具体化していくような、その手はずといいますか、議論を、
この協議会ではそろそろやっていく必要はあると思います。そういうことによって、いち早く東海地区の大学と教
職課程が全国的に優位性を保って、これから発展していくということが一番大事なのではないかなと思います。 
民主党政権が登場して、6年制の教員養成への改革がマニフェストでうたわれました。このところから文部科学
大臣の諮問が行われて、中教審の教員の資質向上特別部会で主としてそれを担当して、審議を進めてきたわけです
けれども、この4月に報告がまとまっております。この報告によりますと、この教員養成の改革については2段階の
構えで改革を進めていくと。最初の段階は現在の制度の下での教員養成の改善ということで、養成の機関としては
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大学院専修免許にシフトしていくと。ある程度、大学院の専修免許の割合を深めて、もう1つは質保証制度の導入
で、課程認定制と許認可と質保証の並立というのは日本の教員養成制度のこれからの基準になっていくと思われる
のですけれども、今の問題は各大学へどういう影響が生じるかというと、この段階になりますと、大学院でもその
養成にシフトしていくことができる大学と、それは大学の主要なテーマではないという大学と2つに分かれてきま
すので、こうしたときに地域の私立大学全体で教員養成を支えていくということを考えた場合に、やっぱり大学間
の連携ということにカリキュラムも相互認織ということを含めて、教員となっていく学生の夢を実現するというの
が一番大きなテーマになるかと思います。 
もう1つは、今まではカリキュラム改革に対して大学の学則上のカリキュラムとして、どのように科目を設定す
れば単位認定が行えるか。免許法に定められている単位の認定を行えるかということが大きな課題だったわけです
けれども、これからはその段階を超えていって、大学の中でどういう教育をしていった場合に、どういう教員の養
成ができるのかということがはっきり説明できるという、そういう教員養成に対しての大学一体となった取り組み
というか、そういう次元にそれぞれの大学の教員養成を髙めていく。ここの協議をやっぱり東海私教懇で行ってい
くというのが大きなテーマではないかなと思います。それがこの協議会へ私が一番期待しているところです。 
では宇田先生からはいかがでしょうか。 
宇田 私自身はあんまり大きなお話はできないのですけれども、ずっと制度に振り回されてきているような印象
があります。「教育実習の期間が変わりますよ」とか、「介護等体験ができますよ」とか、いろいろ言われて、「そ
れは大変だ、対応しなければ」ということでバタバタと、どういうことができるのだろうかということで慌てて。
後手に回っていると言うのでしょうか、そういうことをずっとやってきたに過ぎなかったなと思って反省をするわ
けです。その意味で常に先手を打つというか、主体的に考えて、こういうことが必要なのだというような発想で乗
り切ればいいんだろうなとは思うのですけれども、なかなか簡単な話ではないと思うんですね。実は昨年度、私の
おります南山大学では文科省の教職課程の視察を受けまして、いろいろ指摘を受けて、今後その指摘に対応しなけ
ればいけないと、未だに書類を作ったり対応しているところです。そういう意味で、外から言われて、「こうしな
きゃいけないよ」というので対応してきたということが一番の反省点です。あんまり大したことが言えなくて。 
田子 今の先手を打つという大変良い提言じゃないかと思います。酒井先生。 
酒井 この組織への期待というよりも、この組織を構成している各大学のこれからの課題ということにもなると
思うのですが、先ほど渡邉先生が我々自身が公教育を担う、そういう責任ある組織として足元をきちっと見ながら、
あるいは全国的な動きの中でいろいろ提言できるような組織にならなければいけないということをおっしゃって
いただきました。その通りだと思うのですが、実際にこの間の世話人として各加盟校の状況を見ていますと、やは
り大学のあり方は実にさまざまです。 
特に一番大きな問題だと私が考えるのは、教職課程を運営する組織といいますか、母体が大学によって非常に異
なる。なかなか理想的な位置づけの大学は私立大学では難しいのですが、それでも大学の基本的な方針の下で教職
の担当者がある程度全体を見通しながら、教職課程について考えることができる、あるいはそれを許される、そう
いう大学と、いわば全く担当者任せというか、その時々の課題をただ追いかけていくだけの役割というような位置
づけしかない大学というのも現にあるわけですよね。これは大学の規模の問題ではなくて、基本的には各大学の教
職課程を設置するときの理念の問題であり、それについてどう責任を負うかという問題だと思います。やはりそう
いう各大学の教職課程についての位置づけのバラツキを少しやっぱり整えるというか、もっと基本をしっかりして
いかないといけない。 
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特に先ほど南山大学が去年というか、今年受けたと言われましたが、その中でもご指摘があったように、大学と
して教職課程をどう運営していくのか、組織について言及があったというふうに聞いております。これはやはり外
から言われて何か対応する、あるいはただ作文でこういう組織体を作っていますという問題ではなくて、実際に
我々自身がきちんと大学の中で基盤を持って、この仕事に取り組んでいくという基本的な体制がないと、やはり個
人でものを言うという時代ではないと思うのですね。やはり各大学の中でどういう教員養成をしたいかという議論
がしっかりできるということが集まって1つの大きな組織になっていくのだろうというふうに思います。 
そういう意味で言えば、これまでも一般的には言われてきたことなのでしょうが、これからは下手をすると教員
養成課程そのものを諦めざるを得ないような状況に追い込まれるようなときに、我々の依って立つ基盤をしっかり
作っていくということが非常に大きな課題になるのではないかなと。そういう意味でのお互いの経験と知恵を寄せ
合いながら、やはり加盟校の力量を髙めていくということが一番身近なところというか、近々の課題としてはそう
いうことがあるのではないかなというふうに実感しているところです。 
田子 ありがとうございます。これからに向けた基盤づくりというご提言でございます。渡邉先生、もう少し何
か？ 
渡邉 先ほどの田子先生からのお話の線で改革を進められていくと、大学間の連携ということの重要性というの
がしっかりありましたし、酒井先生のほうから各大学が教員養成について自覚しながらやはりお互いに切嵯琢磨し
ていく重要性というのを指摘されていましたが、私はその通りだと思いますね。私の大学でも改めて今度、教職課
程センターをこの4月から立ち上げました。準備に足かけ4年間ぐらいかけたのですけれども、結局、開放制の教員
養成制度という中で文科省の特別委員会なんかでも指摘していますが、資格が取れる大学とか、資格が取れる教員
養成という発想はもう行き詰まっているわけですね。現実の学校や親や社会は、やはり次の時代の子どもたちを育
てるために社会的に総合力が試されているというふうに私は思うのですね。そうすると各大学がやはり単に資格が
取れる、あるいは採用試験に有利であるか、有利でないかという話ではなくて、現実の公教育に責任ある教員養成
を各大学が個別でどういう体制で進めるかということと同時に、その限界を超える場合はお互いに連携し合うとい
う開かれた教員養成制度の充実を我々が図っていかないと、この開放制というのは制度的に一方で閉鎖制に変わっ
ていく可能性があると思うのですね。ですからその辺をよく踏まえて、我々、大学の教職課程関係者が自分の大学
はたまたま所属しているということですから、こうした全私教協、それから地区協議会が自覚して、それぞれの大
学の中で努力すると同時に、その制約なり限界を超えるための連携をどうしたらいいかということをさらに積極的
にお互いに情報交換し、また協力してそういう体制づくりを作っていくという組織の再編、強化を進めていく必要
があるのではないかと。そうでないと、今までのように免許が取れるという開放制のレベルでは結局その存在が社
会的に本当に問われる時代に入っているのではないか。これは子どもや親たちに応えていくためにも是非我々の全
国組織、地域組織が活性化することが不可欠だというふうに私は思います。 
田子 活性化の根本というのは、やはり教員養成に対しての熱意と自覚ということに尽きると。この協議会の30
年を振り返って、今日座談会をさせていただきまして、その熱意と自覚がどうやって深まっていったかということ
がとてもよくわかった、大変意義のある座談会になったと思います。これからの時代を見通しますと、先ほど各先
生からもお話をいただいていますように、人口減少の中での社会制度の変化ということに一番大きな理由がある教
員養成制度の改革ということも進んでまいります。これは外から来たものとしてとらえるだけではなくて、自分の
大学の問題として自分の学生たちにどのような指導をしていくかという問題としてとらえて、先手を打って、これ
からの仕事を進めていきたいものだと思います。今日は本当にどうもありがとうございました。【完】 
